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外国雑誌の価格問題

鶴見大学図書館

長谷川豊祐

１．はじめに

a)外国雑誌の価格高騰、価格上昇の要因、図書館における購読中止の状況

雑誌担当者にとって「雑誌価格の高騰」は頭痛の種である。資料費が削減される以上、外国雑誌の購読中止はやむを得ない作業であり、日常業務となっている。資料提供を、購入からILLやDDSにシフトさせることは、教育・研究にとって得策ではないことを大学側に理解させる努力も必要である。また、電子雑誌が価格高騰の解決策であるような誤解をもつ図書館員や研究者も多いが、価格問題も電子雑誌もそんなに単純なものではない。

b)次世代の図書館サービスとなるであろう電子雑誌の現状

「IT革命」は、電子図書館や電子雑誌への対応を図書館に迫ってくる。このためには、大学による情報基盤への投資と、職員の情報リテラシーの向上が必要である。しかし、経費節減の折り、新たな設備投資をしてまで電子雑誌が必要なのか、大学の身の丈にあった図書館サービスはどの程度なのかを考えることがある。とにかく、電子媒体への資料費の配分をどこまでにするのかは早急に決定する必要がある。

c)教育サービスと統合された図書館サービス

「大学の危機」には、ベビー(少子化による生徒数の減少)、バジェット(政府の教育予算の減少)、ビジネス(大卒者の就職率の低下)の３Ｂがある。これらの影響を受けて図書館経費の削減は恒常化しつつある。限られた資源でよいサービスを提供するためには、効率的な経営に向けた職員の意識改革が必要である。それと同時に、経費節減やアウトソースによる勤労意欲の減退や、資料費の削減による図書館機能の弱体を招かない工夫も必要である。

　雑誌担当者にとって頭痛の種である外国雑誌の価格高騰を、購読中止の現状、価格上昇の構造、対応策の３つの点から概観する。

２．鶴見大学図書館の現状

２－１．購読中止の概要

　1995-1998年度　421点　4,100万円

　自然科学系の洋雑誌のみでは183点　3,300万円(現在の購読：600点　6,500万円)

　1999年度までは、ほかの図書館経費は削減となったが、雑誌費はほぼ現状を維持してきた。2000年度は雑誌費も削減の対象となっている。1999年度は円高により中止は行わずに済んだ。90年代後半だけで、洋雑誌の点数は2割の削減となっている。

２－２．10年間の価格上昇

　10年間で2.32倍

　外国雑誌の価格は、10年間で２倍から３倍になっている。90年代前半は円高と若干の予算増で値上がりが相殺されていた。7社の金額比率は10年間で65.8％から70.3％に上昇している。ジョージア大では、10社の金額比率は54％から75.8％に上昇している。

　為替レートについては、1998年の為替レートは1988年とほぼ同じ水準に戻っており、1989年契約分と1999年契約分についての購読価格の比較の際に、為替レートの影響は無視することができる。

【表１：10年間の価格上昇と出版社の価格構成比(1989年と1999年)：鶴見大学】

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

出版社
点数
構成比
89価格計
構成比
89単価
99価格計
構成比
99単価
上昇率
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

Elsevier
 29
 7.2%
 6,063,730
25.8%
209,094
14,670,400
26.9%
505,876
2.42倍 

Wiley
 17
 4.2%
 1,996,100
 8.5%
117,418
 7,073,900
13.0%
416,112
3.54倍 

Harcourt
 44
10.9%
 2,340,220
 9.9%
 53,187
 5,694,082
10.4%
129,411
2.43倍 

Springer
 17
 4.2%
 2,602,670
11.1%
153,098
 4,946,020
 9.1%
290,942
1.90倍 

Blackwell
 31
 7.7%
 1,218,110
 5.2%
 39,294
 2,478,930
 4.5%
 79,965
2.04倍 

Kluwer
 22
 5.4%
   906,190
 3.9%
 41,190
 2,401,402
 4.4%
109,155
2.65倍 

ACS
  4
 1.0%
   351,020
 1.5%
 87,755
 1,076,930
 2.0%
269,233
3.07倍 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

7社計
164
40.6%
15,478,040
65.8%

38,341,664
70.3%

2.48倍 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

その他
240
59.4%
 8,055,840
34.2%
33,566
16,162,343
29.7%
 67,343
2.01倍 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

総計
404

23,533,880

58,252
54,504,007

134,911
2.32倍 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　　　Kluwerグループ: Lippincott Williams & Wilkins, Plenum

　　　　　Harcourtグループ: Academic Press, Churchill Livingstone, Mosby, W.B.Saunders

　　　　　Blackwell Scienceグループ: Munksgaard
２－３．購読中止の手順

　雑誌の購読中止に関するサイト

　　　<http://www2d.biglobe.ne.jp/~st886ngw/hasegawa/cancellation.htm>

　数年にわたる購読中止により、購読中止の手順は確立した。

 6月：renewalの推計額－予算額＝削減目標

 8月：中止候補リストを作成

 9月：図書委員会での調整・修正・承認

10月：契約

11月：支払

 1月：いくつかのタイトルの復活・新規購読

　どこの大学でも大手の出版社への配分が大く、１点の価格の高価な大手の出版社ほど価格上昇が大きくなる。高価な商業出版社の雑誌を中止候補とすることで被害を最小限度に抑える。

　鶴見大学は総合大学でないため重複購入タイトルがなく、重複タイトルの中止で予算の不足を乗りきることができない。90年代後半は予算の増額はなく、99年度予算からは削減が始まっている。購読中止の代替として、新たなDDSによる文献提供は追加しておらず、従来のILLで対応している。外部への文献複写依頼は大きく増加していない。

２－４．雑誌のランキング

　当館では、JCRの利用はおこなっていない。やはり、個々の大学、研究者によって雑誌の利用動向は異なり、単純にインパクトファクターが高いから利用の頻繁であるとはいえない。特に、当館で購読している歯科関係の雑誌はSCIの収録対象外のものが多く、インパクトファクターはわからない。

引用索引(Cittion　Index)：1995年に発表された論文がその後どのような論文に引用されていったのかを知ることができる。

(Impact Factor)：1995 Impact Factor=(1995 citations to 1994+1993)/(1994+1993 articles published)　その雑誌がどの程度引用されたのかを知ることができる。雑誌のランキングを示す指標として用いられている。厳密にいえば、図書館における利用頻度とは異なる。

◆カンター教授のジレンマ / カール・ジェラッシ著 ; 中森道夫訳 東京 : 文藝春秋, 1994　http://webcat.nacsis.ac.jp/cgi-bin/shsproc?id=BN10231708

◆科学を計る : ガーフィールドとインパクト・ファクター / 窪田輝蔵著 東京 : インターメディカル, 1996　http://webcat.nacsis.ac.jp/cgi-bin/shsproc?id=BN15228019

３．価格上昇の要因

　外国雑誌の価格上昇の要因は、物価(上昇)、出版社価格(上昇)、為替レート(変動)、書店手数料(減少傾向)に分けられ、雑誌の価格は前年比で10％の減少から25％の上昇の幅で変動する。

【表２：価格上昇の要因】

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

1)経済の要因
前年増
　・物価
2～2.5％
　・紙の価格
(まれに2％)
　・郵送料
(0％)
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

小計1)
2～2.5％
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

2)出版社の要因

　・ページ数の増加
3～4％
　・購読中止の影響
3～5％
　・電子化への投資
--
　・Ｍ＆Ａの費用
--
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

小計2)
6～9％
合計1)＋2)
8～11.5％
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

3)為替レート
-20～15％
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

合計1)+2)+3)
-12～26.5％
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

4)書店手数料

(原価の10％前後)
削減傾向
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

３－１．出版社価格の上昇

　ページ数、購読中止、電子化、Ｍ＆Ａが価格上昇の要因である。

　国内の代理店は、毎年、夏頃になると出版社価格の上昇についてのレポートを作成しており、10年分を積み上げていくと、アメリカ、イギリス、ドイツ、オランダの主要な出版社の10年間の価格上昇を推計することができる。大手の商業出版社では、1989年価格の2倍から3倍の価格に急騰している。鶴見大学のデータも同様の傾向を示している。個々の大学によって、出版社の割合、通貨別の割合が異なるので若干の差はあるが、STM分野の図書館は概ね同じ傾向にある。95年以降は円安と出版社価格の上昇のダブルパンチであった。

　さらに、米国医学図書館のIndex Medicus収録対象誌の価格データでも、同様の結果になっている。

　出版社の合併は、広範囲な影響を及ぼす。電子雑誌のシステム開発が効率的に行われるようになる反面、買収費用は価格に転嫁される。また、市場の独占による価格のつり上げが懸念される。さらに、商業主義による雑誌の編集方針の変更に反発して、編集委員が大きく入れ替わり、雑誌自体が変質することもある。

３－２．為替レートの変動

　為替レートに関するサイト　OANDA.com - currency converters　http://www.oanda.com/

　　為替レートの推移　http://www.oanda.com/convert/fxhistory
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【図１：為替レートの推移】

　1994年までの10年間で約2倍、1995年から円高傾向、1999年は円高

　1998年通貨比率：ドル 33％、ギルダー 24％、ポンド 16％、円 14％、マルク 9％

　差別価格と総代理店については一応の決着がついて、現在大きな問題として取り上げられることはない。

　1982年を基準に、1994年までの各国通貨の換算レート（代理店との価格交渉の基準日での）を示す。ドルとポンドにたいする円の強さは10年間で2倍である。マルク、ギルダーにたいしても3割ほど円高になっている。日本の場合、長年にわたる円高傾向により、1994年までは、出版社価格の上昇が相殺されてきた。

　価格上昇の予測のためにも通貨の比率は重要な要素である。2000年分からElsevier社は日本向けの出版社価格を円建とした。為替レートの変動を出版者側で吸収しようとする配慮であるが、1999年秋の契約時点では円高になっていたため、この措置は大変に不評であった。(この措置と合わせて、1999年から2001年までの期間限定で、日本向けの電子雑誌システムであるSD21も提示された。これは、電子雑誌がなかなか立ち上がらない日本に対してのプロモーション活動である。)

３－３．書店手数料の削減

　　外資系の参入(1982年)とその定着(90年代)による価格競争の激化

　　1990年からのチェックインサービスの開始

　外資系の雑誌購読代理店(日本ファクソン、日本スエッツ)の国立大学への取引開始により、納入価格の価格競争が加熱して、全国的に20%から10%以下に減少した。1982年に日本に参入した日本ファクソンと日本スエッツは、当初、日本独自の会計システムと緻密なサービス・システムに阻まれ一部の私立大学を除いて浸透しなかったが、1989年度には、いくつかの国立大学図書館で外資系が外国雑誌の契約を獲得した。国内代理店は、図書館との一段と厳しい価格交渉を余儀なくされることとなり、外資系と対抗するために新方式を導入した。新方式については、１年間の試行を経て、丸善は1991年１月納入分からMacs2(Maruzen Accelerated Consolidation System: 外国雑誌一括納入システム：マックス)を、紀伊国屋書店は1992年１月納入分からACCESS(Air-cargo, Check-in, Consolidation, Economical, Satisfaction, System：アクセス)をスタートした。

４．価格高騰への対応

　とりあえずは、予算の不足分の購読を中止するしかないのであるが、もっと大局的見地からの対応も必要である。

【表３：価格上昇と購読中止】

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

出版社
'98増加
'99増加
金額比
点数比
単価
中止額比
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

Elsevier
 4.9%
30.5%
24.1%
6.0%
441,413
50.9%

Wiley&Sons
25.2%
26.3%
12.4%
3.5%
396,840
 4.1%

Springer
 3.3%
22.9%
 9.2%
4.5%
228,092
 9.6%

Academic
15.3%
10.2%
 7.1%
2.8%
283,803
13.0%

Blackwell
 9.3%
24.2%
 4.0%
4.7%
 95,348
 5.5%

Lippincott
19.8%
15.4%
 3.4%
4.5%
 84,104
 3.0%

W.B.Saunders
13.4%
16.5%
 1.7%
4.3%
 44,429
 0.0%

ACS

20.5%
16.2%
 1.7%
0.7%
269,233
 0.0%

Munksgaard
 5.2%
13.9%
 1.3%
2.8%
 52,311
 0.3%

Cambridge
26.4%
17.5%
 1.2%
0.9%
158,960
 0.4%

Mosby
22.8%
 1.8%
 1.2%
2.2%
 58,464
 0.2%

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

計



67.3%
36.8%

87.0%

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

全体
12.4%
20.9%
100.0%
100.0%
110,819
100.0%
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

Kluwerグループ: Lippincott Williams & Wilkins, Plenum

Harcourtグループ: Academic Press, Churchill Livingstone, Mosby, W.B.Saunders

Blackwell Scienceグループ: Munksgaard
４－１．対応策のレベル
　　集中管理：複数部局による重複購入の一本化
　　資料費の範囲内：購読中止、競争入札、資料費の再配分
　　運営費までの範囲：ドキュメント・デリバリー・システムの導入
　　図書館全体：アウトソーシング、電子雑誌
　　大学全体：図書館への重点配分
　　図書館界全体：分担収集、共同購入

　　教育界全体：コンソーシアム

４－２．対応策の対象

　　vs出版社：購読中止、価格抑制
　　　　　vs図書館：雑誌(情報流通)へのタダ乗りへの疑問

◆巻頭言. 脳神経外科ジャーナル. 3(1) 1994　「日本人の投稿も多い米国のNeurosurgeryの日本での購読数が少なく、これは雑誌刊行の負担の回避であるとのアメリカの学会の苦言があること。一方この雑誌の国内代理店価格があまりに高いためにその購入は日本の学会員にとっては大きな負担であること。」「ある脳外科医の個人購読価格に数倍する機関購入価格を、日本における法外な販売価格と誤解していること」[成田俊行. 外国雑誌の高騰：予算編成当局の誤解と出版者に対する疑義. 情報の科学と技術. 47(2) p.69-71 (1997)]

　　vs代理店：高額誌の直接購読、競争見積り
　　　　　vs図書館：利益縮小への疑問

　　vs管理者：利用者，財務担当，経営者との共通認識
　　　　　雑誌購入のための資金をかき集める
　　　　　vs図書館：図書館経営効率の悪さ

　　vs利用者：ドキュメントデリバリーによる文献提供機能を強化
　　　　　学術情報流通の基礎知識を組織的に蓄積
　　　　　vs図書館：拡大路線及びアクセス移行への幻想

４－３．図書館のハイブリッド化による対応：Hybrid Library

　　高度化：電子媒体と紙媒体をミックスした資料提供

　　効率化：雑誌業務と参考業務を統合し，図書館サービスを再編成

　　共生化：関連業界とのマルチソーシング(共同運営)による共生進化

　　グローバル化：経済と情報のグローバル化に対応したポジショニング

５．設置母体との関連

　大学の総経費に占める図書館経費の割合は減少傾向にある。これは、大学における図書館の重要性が相対的に減少してきている証拠である。また、予算獲得のできない図書館側の怠慢を、研究者や出版社から指摘されても反論できない。







PAGE  
6

